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地域課題解決に向けた共創プロジェクト組成推進委託業務仕様書 

 

１ 業務の名称 

   地域課題解決に向けた共創プロジェクト組成推進委託業務 

 

２ 業務の目的 

一般社団法人やまなしソーシャルイノベーションセンター（以下「センター」とい

う。）は、地域課題の解決を目指す事業者、地域団体、行政、金融機関等の多様な主

体をつなぎ、ビジネスの手法を活用した地域課題解決プロジェクトの創出及び社会実

装を支援する中間支援機能を担っている。 

   本業務は、センターが設定する地域課題テーマを起点に、地域に深く入り込み、課

題解決の担い手となりうる地域プレイヤーを能動的に探索・開拓した上で、課題とプ

レイヤーの組み合わせを設計の上、共創プロジェクトとして案件化し、センターが実

施する実証実験支援へと繋げていくものである。その過程でセンターの職員も協働す

ることにより、地域共創コーディネートのノウハウ移転を図ることも本業務の目的と

する。 

 

３ 業務期間 

   契約締結日から令和９年３月８日まで 

 

４ 委託業務内容 

   受託事業者は、センター職員と密接に連携し、以下に定める各フェーズの業務を遂

行するとともに、定められた期日までに成果品を納入しなければならない。なお、各

フェーズの業務はセンター職員も協働で実施し、受託事業者単独で完結させるもので

はない。 

 

（１）プレイヤー探索期（想定 令和８年８月・９月） 

    センターが設定する地域課題テーマ（13テーマ程度）を起点に地域に入り込み、

課題解決の担い手となりうる地域プレイヤーを幅広く探索・開拓する。単なるヒア

リングにとどまらず、プレイヤーの取り組みのポテンシャルをプレイヤー自身より

も大きく描き、対話を通じてプレイヤー自身の中の課題意識・熱量を高めていくこ

とを意識して行動すること。 

  【実施内容】 

・山梨県内への定期的な現地訪問（原則として２週間に１回以上） 

・起業家・NPO・地域団体・民間事業者等との面談・対話 

・各プレイヤーの課題意識・取り組み内容・事業段階等の把握と整理 
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・対象領域の業界構造、他地域事例の自主的な調査、インプット 

・センターが設定する地域課題テーマとの連携可能性の整理（複数の「プレイヤー

×地域課題テーマ」の仮説構築） 

・センター職員との定期的な情報共有・仮説のすり合わせ 

【成果物】 

・プレイヤー探索記録（訪問先、面談内容、課題意識、事業段階） 

・プレイヤーリスト（氏名、所属、取り組み概要、業界分析、地域課題テーマとの

紐づけ案） 

・有望な「プレイヤー×地域課題テーマ」候補の一覧（案件組成期への連携資料） 

 

（２）案件組成期（想定 令和８年１０月・１１月） 

    プレイヤー探索期で探索・蓄積したプレイヤー情報と要因をもとに、有望なプレ

イヤーと課題を組み合わせ、複数の案件化を推進する。一つの要因に執着せず、複

数案件を同時に検討・前進させることを基本とする。プレイヤーとのブレインスト

ーミングを重ね、センターの実証支援金（https://www.ysic.jp/info/146/ １件

あたり上限 50万円）への申請が可能なレベルまで案件を具体化することを目標と

する。 

  【実施内容】 

・プレイヤー探索期で洗い出した有望候補の並行検討・深掘り 

・地域課題とプレイヤーの組み合わせの仮説生成（何を、誰と、どこで実証するか

の仮説設計） 

・プレイヤーとのブレインストーミング・意向確認・合意形成に向けた対話 

・多主体間の調整・ファシリテーション 

・センターへの実証支援金申請を見据えたスケジュール逆算とプレイヤーの案件の

具体化支援 

・センター職員との協働活動によるノウハウ移転 

【成果物】 

・案件組成記録（組み合わせ設計の経緯・ブレインストーミング内容・関係者調整

の記録） 

 

（３）実証実験支援連携期（想定 令和８年１２月～令和９年２月） 

    案件組成が完了した案件について、センターが実施する実証実験支援（実証支援

金 １件あたり上限 50万円）へ繋げる。単に申請手続きの補助にとどまらず、「こ

の案件を実証するにあたり何を検証すべきか」「実証設計をどう組み立てるか」と

いう実証の目的・仮説・設計まで受託事業者が伴走することを受託範囲とする。実
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証実験の実施そのものの管理・運営は原則としてセンター及びプレイヤーが主体と

なる。 

  【実施内容】 

・実証実験における検証プロセスの設計・対象・方法・スケジュールの設計支援

（実証実験計画書の作成支援） 

・実証実験に向けた関係者との調整支援 

・実証実験開始後のモニタリング・軌道修正に関するアドバイス 

【成果物】 

・伴走記録（実証実験計画書の作成支援、関係者調整等、支援記録） 

 

（４）成果整理・実績報告（想定 令和９年３月） 

    本年度の活動全体を振り返り、次年度の地域共創コーディネートをセンターが自

立して取り組めるよう、実施事項を実績報告書として体系的に整理する。 

  【実施内容】 

・実績報告書（実施事項・提言を含む）の作成・提出 

【成果物】 

・実績報告書 

 

５ 全体のスケジュール（想定） 

時 期 内容 

令和８年８〜

２月 
プレイヤー探索期 現地訪問、プレイヤー探索 

令和８年１０

〜２月 

案件組成期 課題分析、組み合わせ設計、ブレインストーミン

グ、ファシリテーション、案件具体化 

令和８年１２

月〜令和９年

２月 

実証実験連携期 実証設計、申請支援、連携、モニタリングアド

バイス 

令和９年３月 成果整理・実績報告の作成・提出 

 

６ 業務の進捗報告等 

（１）受託事業者は、センターと週１回程度の定例会議を開催し、業務の進捗状況・次

週の方針・課題等を共有すること。 
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（２）現地訪問の際はセンター職員が同行することを基本とし、現場での協働活動を通

じてノウハウ移転を図ること。 

（３）定例会議とは別に、各フェーズの区切りにおいてセンターと進捗・方針確認の打

ち合わせを実施すること（フェーズ移行の判断はセンターが行う）。 

（４）業務上の課題・判断が必要な事項が発生した場合は、センターに速やかに報告・

協議すること。 

 

７ 成果指標 

   受託事業者は、以下の項目について目標として業務を推進するものとする。なお、

具体的な数値目標は、委託予定事業者決定後に受託事業者が提案する業務実施計画書

をもとにセンターと協議の上決定する。 

   

項目 目標 

現地訪問回数 ２週間に１回以上 

定例会議実施回数 週１回程度 

探索プレイヤー数 
20 者以上(センターが設定する全ての地域課

題テーマが対象) 

共創プロジェクト数 
３件以上（実証実験に着手できる案件数を除

く。） 

実証実験に着手できる案件数 ３件以上 

    

８ 報告書等の成果品 

   受託事業者は、本業務について、以下に掲げる成果品を納入するものとする。ただ

し、具体的な様式・内容・数量については、業務の実施状況を踏まえ、センターと受

託事業者が協議の上決定するものとする。 

（１）成果品 

ア 業務完了届 

イ 実績報告書（実施事項及び次年度への提言を含む） 

（各種記録） 

ウ プレイヤーに関するもの 

エ 案件組成に関するもの 

オ 実証実験伴走に関するもの 

（その他） 
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カ その他センターが指示したもの 

（２）納品方法 

    報告書（紙媒体）及び電子データ１部をセンターへ提出すること。 

（３）納期 

令和９年３月８日まで 

（４）その他 

    提出された報告書等の著作権は、センターに帰属し、一般に公開することがある。 

 

９ 本事業に係る具体的役割 

  事業内容 備考 

地域課題テーマの設定・提

示 
センターが設定 

探索対象・アプローチの方

向性整理 
受託事業者が主導し、センターと共に方針を確認 

地域プレイヤー探索・開拓 センター職員が同行し、協働で現場に入る 

課題分析・構築 

センターと共に地域プレイヤーの課題意識をヒアリングのう

え、地域課題テーマの構造分析を実施し、地域プレイヤーと

課題の紐づけ、実証実験に向けた構築を行う。 

関係者調整・ファシリテー

ション 
センターと共に実施 

共創プロジェクト案件組成 最終的な支援対象の意思決定はセンターが行う。 

実証実験の設計支援・連携 実証実験設計書の作成まで受託事業者が伴走 

実証実験の管理・執行 実証支援金（1件上限 50万円）はセンターが執行 

ノウハウ移転・成果整理 協働活動を通じてノウハウを移転 

 

 

１０ その他 

（１）本仕様書に明示なき事項、又は業務上疑義が生じた場合は、センターと受託事業

者の両者協議により業務を進めるものとする。 

（２）契約締結後、速やかに業務実施に係る計画書（実施内容・スケジュール・体制・

成果指標を記載）を提出し、センターの承認を得ること。また、業務の実施にあた

っては、センターと十分協議した上で実施すること。 
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（３）本業務の契約不適合期間は検収後１年間とする。 

（４）受託事業者は、本業務の遂行上知り得た情報（個人情報・地域情報・センターの内

部情報等）を適切に管理し、外部に漏洩しないこと。この義務は契約終了後も同様と

する。 

 

１１ センターが設定する地域課題テーマ 

No テーマ 備 考 

1 公共建築物の⾧寿命化  

2 中小企業の DX 推進（遅れと人材・資源不足）  

3 空き家・空き店舗の利活用  

4 林業の担い手不足と県産材の需要拡大  

5 地域公共交通の衰退と交通弱者の増加  

6 荒廃農地の発生抑制  

7 高齢者（特に独居老人）の増加と地域の孤立  

8 若年層の流出と企業の慢性的な人材不足  

9 中山間地域における農業と生活環境保全の維持・向上  

10 地域単位のクラブ活動体制の構築  

11  

地場産品の販路開拓・PR・効果の向上 

ジュエリー 

12 織物 

13 日本酒 

 


